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交付対象事業
の名称

事業の概要
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関
係

総事業費
交付金充当

経費
事業開始
年月日

事業完了
年月日

事業実績
効果検証

①実績（数値等）
②事業実施による効果

1 単

”心”あるまち
へ！活性化
キャンペーン商
品券事業

①感染拡大によりいまだ打撃を受けている市民生活と地元店舗を支援す
ることで、地域の消費喚起を促し、地域経済の活性化を図る。全体経費
は事業No.3との合算であり、本事業は国の令和2年度予算活用分。
②市民全員に一人当たり1万円の市内店舗で利用できる商品券を配布
し、使用してもらうのに要する経費
③
商品券に要する経費　10,000円×31,000人 = 310,000千円
④市民

①-Ⅱ-４．生活
に困っている世
帯や個人への

支援

291,448,000 140,921,000 R3.6.26 R4.3.31

・地域の消費喚起を促し、地域経済の活性化を図るため、市民全
員に一人当たり1万円の市内店舗で利用できる商品券を配布し、
使用してもらうために要する経費に充当する。本事業は国の令和
2年度予算活用分。
・商品券に要する経費　291,448,000円

①全市民に10，000円分の商品券を配布。
②配布した商品券に利用率は、99%以上と
なった。新型コロナウイルス感染症の影響
を受けた市民の生活支援および地域にお
ける消費拡大と経済活性化に寄与するこ
とができた。

2 単
市内福祉・介護
事業所支援金
事業

①感染した際のリスクが高いとされる高齢者や基礎疾患を持つ方が多く
利用する福祉・介護事業所に対し、利用者や福祉・介護従事者の安全対
策及び地域福祉・介護体制の確保を目的に、支援金を交付する。
②(1)福祉事業所支援金
i)通所 １２施設 4,600千円
ii)訪問 １施設　200千円
iii)計画 ３施設　600千円
(2)介護事業所支援金
i)施設介護 ８施設　13,500千円
ii)在宅介護 ２４施設　9,600千円
③④
市内に所在する福祉事業所及び介護事業所

①-Ⅱ-３．事業
継続に困ってい
る中小・小規模
事業者等への

支援

27,700,000 27,123,000 R3.10.1 R4.3.11

・感染した際のリスクが高いとされる高齢者や基礎疾患を持つ方
が多く利用する福祉・介護事業所に対し、利用者や福祉・介護従
事者の安全対策及び地域福祉・介護体制の確保を目的に、支援
金を交付するために要する経費に充当する。
・ⅰ福祉事業所支援金　 　5,400,000円
　ⅱ介護事業所支援金　　22,300,000円

①市内４７事業所へ支援金を交付した。
②新型コロナウイルス感染症の感染予防
対策による費用増加に対し支援をすること
で、感染拡大の防止と事業継続の一助と
して効果があった。

3 単

”心”あるまち
へ！活性化
キャンペーン商
品券事業

①感染拡大によりいまだ打撃を受けている市民生活と地元店舗を支援す
ることで、地域の消費喚起を促し、地域経済の活性化を図る。全体経費
は事業No.1との合算であり、本事業は国の令和3年度予算活用分。
②市民全員に一人当たり1万円の市内店舗で利用できる商品券を配布
し、使用してもらうのに要する経費
③１）事業の運営に要する経費
　　　　Ⅰ 市商工会補助金　13,805千円
　　　　Ⅱ 運営スタッフ委託費　4,166千円
　 ２）備品購入費
　　　　Ⅰ 商品券引換入力時使用PC　570千円
　　　　Ⅱ 問い合わせ対応用電話機　97千円
　 ３）商品券、引換用はがき等の印刷に要する経費　5,137千円
 　４）引換用はがき及びPR用チラシの郵送に要する経費　812千円
　 ５）消耗品費　352千円
④市民

①-Ⅱ-４．生活
に困っている世
帯や個人への

支援

9,020,540 7,790,000 R3.6.26 R4.3.31

・地域の消費喚起を促し、地域経済の活性化を図るため、市民全
員に一人当たり1万円の市内店舗で利用できる商品券を配布し、
使用してもらうために要する経費に充当する。本事業は国の令和
3年度予算活用分。
・ⅰ事業の運営に要する経費(派遣会社への委託料)　2,444,348
円
　ⅱ事業実施に係る備品購入費　543,400円
　ⅲ商品券等の印刷及び郵送に要する経費　5,944,334円
　ⅳ事業実施に係る事務消耗品　88,458円

No.1に係る事務費等


